
金　　　　額 金　　　　額

1,818,796,319 1,693,668,239

556,084,095 6,625,288

18,258,556 0

1,019,115,039 1,655,946,250

22,905,229 3,256,400

197,349,713 276,250

5,083,687 1,393,422

0

52,208,405 12,446,810

43,098,478 7,450,300

43,098,478 6,273,519

3 80,127,474

9,944,682 80,127,474

5,027,138 1,773,795,713

3,421,705

7,941,427

2,672,012

10 306,000,000

7,350,480

6,741,021 △ 192,010,734

1,103,207

8,006,720

8,006,720 113,989,266

16,780,255

1,887,784,979 1,887,784,979負 債 ・ 純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

( 投 資 等 )

機 械 装 置

純　資　産　合　計

退 職 給 付 引 当 金

( 純 資 産 の 部 )

株主資本

資 本 金

負　債　合　計

預 り 金

前 受 金

前 受 運 賃

仮 受 金

そ の 他 の 流 動 負 債

【 固定負債 】

投 資 そ の 他 の 資 産

【 繰延資産 】

資　産　合　計

( 負 債 の 部 )

【 流動負債 】

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

運 搬 具

建 設 仮 勘 定

一 括 償 却 資 産

( 無 形 固 定 資 産 )

( 有 形 固 定 資 産 )

土 地

建 物 ・ 建 物 付 属 設 備

構 築 物

車 両

仮 払 金

そ の 他 の 流 動 資 産

【 固定資産 】

鉄 道 事 業 固 定 資 産

商 品 及 び 貯 蔵 品

貸　借　対　照　表
(平成31年３月31日現在)

(単位：円)

科　　　　　目 科　　　　　目

( 資 産 の 部 )

【 流動資産 】

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃

未 収 金



282,537,639

46,323,742 328,861,381

683,546,164

21,460,198

14,803,000 719,809,362

△ 390,947,981

2,575

3,738,750

4,798,645 8,539,970

379,943 379,943

△ 382,787,954

2,794,767,439

5,329,233,205

8,124,000,644

4

7,750,943,892

7,750,943,896

△ 9,731,206

4,723,500

△ 14,454,706

損　益　計　算　書
(自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日)

(単位：円)

科　　　　　目 金　　　　　額

雑 収 入

営 業 収 益

鉄 道 事 業

関 連 事 業

営 業 費 用

鉄 道 事 業

関 連 事 業

固 定 資 産 税

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 収 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

補助金

固定資産受贈益

法人税・住民税及び事業税

当 期 純 利 益

固定資産廃棄損

固定資産圧縮損

税引前当期純利益



（単位：円）

その他
利益剰余金 利益剰余金 

繰越利益剰余金
合　計

平成30年４月１日残高 300,000,000 △ 177,556,028 △ 177,556,028 122,443,972 122,443,972

事業年度中の変動額 6,000,000 0 0 6,000,000 6,000,000

当期純利益 0 △ 14,454,706 △ 14,454,706 △ 14,454,706 △ 14,454,706

事業年度中の変動額合計 6,000,000 △ 14,454,706 △ 14,454,706 △ 8,454,706 △ 8,454,706

平成31年３月31日残高 306,000,000 △ 192,010,734 △ 192,010,734 113,989,266 113,989,266

株主資本合計

株主資本等変動計算書

自　平成30年４月１日

至　平成31年３月31日

株 主 資 本

純資産合計

資 本 金

利益剰余金



個 別 注 記 表 

 

 

平成 30年４月 １日から 

平成 31年３月 31日まで 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（１） 資産の評価基準及び評価方法 

    たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     商品及び貯蔵品は、最終仕入原価方法を採用しています。 

 

（２） 固定資産の減価償却方法 

    有形固定資産 

     定額法を採用しています。ただし、鉄道事業固定資産のうち取替資産について

は取替法を採用しております。 

    無形固定資産 

     定額法を採用しています。 

 

（３） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

    補助金の会計処理 

     橋りょう・トンネル及び軌道・車両の老朽化対策に伴う改修工事を行うにあた

り、鉄道安全輸送整備事業補助として、国土交通省と岩手県並びに沿線市町村か

ら補助金を受けています。これらの補助金事業は、当該固定資産の取得価格から

直接減額しています。 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

 

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 

 ２６４，９９０，８５４円  

 

（２） 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税の会計処理は、税抜経理方式を採用しています。 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ．損益計算書に関する注記 

 

（１） 鉄道事業営業収益の内訳は次のとおりです。 

旅 客 運 輸 収 入 ２６２，６１０，６４４円 

運 輸 雑 収 入 １９，９２６，９９５円 

計 ２８２，５３７，６３９円 

 

（２） 鉄道事業営業費の内訳は次のとおりです。 

運 送 費 ６１８，０３７，６６２円 

案 内 宣 伝 費 １２，９２８，２４０円 

厚 生 福 利 施 設 費 ３，０００，０００円 

一 般 管 理 費 ３８，８８２，０７３円 

減 価 償 却 費 １０，６９８，１８９円 

計 ６８３，５４６，１６４円 

固 定 資 産 税 １４，８０３，０００円 

 

（３） 関連事業の取扱額及び収益額・営業経費は次のとおりです。 

旅 行 業 収 益 １１，２５９，３５１円 

（取扱額 56,249,601円 － 旅行諸費用 44,990,250円） 

物 販 業 収 益 １２，９７３，５８５円 

（売上高 54,685,849円 － 売上原価 41,712,264円） 

そ の 他 の 収 益 ２２，０９０，８０６円 

収 益 計 ４６，３２３，７４２円 

営 業 経 費 計 ２１，４６０，１９８円 

 

（４） 国、岩手県及び沿線市町村等から次のとおり支援を受けています。 

 

① 安全輸送整備事業費補助金（地域鉄道公共交通維持改善事業） 

  平成 30年度三陸鉄道安全輸送設備等整備事業費 

２２７，６１２，１２５円  

 

② 三陸鉄道運営費補助（設備維持補助金） 

  平成 21年 11月国土交通大臣の認定による「鉄道事業再構築事業」に基づき、整備保

有に係る経費を岩手県及び沿線市町村より支援を受けました。 

 １６１，３３０，０００円  

 

③ 釜石駅維持管理運営事業補助金 

  釜石市より、釜石駅の業務運営事業に要する経費に対し支援を受けました。 

 ２，０００，０００円  

 



④ 三陸鉄道経営移管交付金 

  岩手県より、平成 31 年３月にＪＲ山田線の経営移管を受けるに当たり、初期投資並

びに、経営移管に伴い発生する経費に対し支援を受けました。 

１，８８１，８６５，９０４円  

 

⑤ 鉄道新駅整備事業費補助金 

  宮古市及び鉄道・運輸機構より、平成 31 年３月に開業した払川駅、八木沢・宮古短

大駅の新駅設置に要する整備費に対し支援を受けました。 

 ５２１，９５９，４１０円  

 

⑥ トンネル・橋りょうの無償借り受け 

  固定資産税の軽減を図るためトンネル・橋りょうを沿線市町村に寄附し、当該資産を

無償で借り受けています。 

  なお、管理は三陸鉄道が行っています。 

 

⑦ 鉄道用地の無償借り受け 

  鉄道用地については、沿線市町村から無償で借り受けています。 

  なお、管理は三陸鉄道が行っています。 

 

⑧ 鉄道施設の無償借り受け 

  会社が所有している車両・線路以外の鉄道事業用減価償却資産を沿線市町村に寄附し、

当該資産を無償で借り受けています。 

  なお、管理は三陸鉄道が行っています。 

 

⑨ 岩手県三陸鉄道強化促進協議会からの支援 

  地元利用の維持・促進及び貸切列車の利用促進ため、地元利用者及び旅行代理店扱い

について支援を受けました。 

 

Ⅳ. 株主資本等変動計算書に関する注記 

 

（１） 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

    発行済株式 

    普通株式（発行済株式）前期末株式数（発行済普通株式） 30,000株 

               当期末株式数（発行済普通株式） 30,600株 

 

Ⅴ. １株当たり情報に関する注記 

 

（１） １株当たりの純資産額                   ３，７２５円 

 

（２） １株当たりの当期純利益金額                 △４７２円 


